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整理解雇・雇止め・退職勧奨の法的留意点 
※本研修会は、ＤＶＤの販売のみとなります。 

新型コロナウイルスの影響を受け人員削減を検討している企業が増えております。一方、人員削減における様々
な不⼿際から各種マスコミ報道やインターネットに取り上げられ、世の中の批判を浴びる事例も増えております。
労働法を守るだけでなく、それ以外のレピュテーションリスクにも配慮しなければなりません。 

また、労働者の権利意識は従前と⽐較にならないくらいに高まっております。スマートフォンで調べれば多くの
疑問を解決することができますし、スマートフォンを用いて経営者や人事担当者の発⾔を録⾳することも容易に 
なりました。一昔前に⽐べれば弁護士増員の効果によって弁護士への法律相談のアクセスが容易になり、法的紛争
が発生する可能性も高まっております。非正規雇用従業員も、これまで問題が起きることはほとんどありませんで
したが、コロナ禍のもと非正規雇用従業員の雇止めや退職勧奨解雇において法的紛争が頻発しております。 

社労士や弁護士等の専門家も、退職勧奨や希望退職募集、整理解雇の相談を受けること、説明や交渉に⽴ち会う
ことが増えていますが、専門家の発⾔として批判を浴び、労働紛争のきっかけになることもあり注意が必要です。 

本研修会では、人員削減に関する基礎知識を述べた上で、あまり学術的なことは述べずに、具体的にどのような
場面に何をどうしたらよいのかをお伝えする予定です。また、併せて最新事例もお伝えしてまいります。 
 

主な講義項目  
１．⼈員削減の理由をまず考える 

（正当性・必要性が必要） 
２．整理解雇はまずできないと思った⽅が良い 
３．⼈員削減の前に⾏うべき経費削減策 
４．年々使われなくなっている希望退職募集 

５．退職勧奨のポイント 
（揉める退職勧奨・揉めない退職勧奨の境目） 

６．期間途中解雇は絶対⾏ってはいけない 
７．⼈員削減と組合対応 
８．最新事例 

 

収録時間 ３時間程度（予定） １１月６日収録 

講師 

弁護士 向井 蘭 氏 
労働法務を専門とし使用者側の労働事件を主に取り扱う事務所に所属。近年、企業法務担当者向けの労働
問題に関するセミナー講師を務める他、労働関連誌「ビジネス法務」「企業実務」等の寄稿し情報提供活動
も盛んに⾏っている。また、Podcastで労働法の基礎やビジネスに関する法律の問題をわかりやすく解説
する番組「社⻑は労働法をこう使え︕」の配信を開始。 
「労働法のしくみと仕事がわかる本」（日本実業出版社）／「社⻑は労働法をこう使え︕」（ダイヤモンド社） 
「会社は合同労組・ユニオンとこう闘え︕」（日本法令）／「書式と就業規則はこう使え︕」（労働調査会） 
「2020年6⽉施⾏「パワハラ防止法」に完全対応 管理職のためのハラスメント予防&対応ブック」（ダイヤモンド社） 

費用 

ＤＶＤ【１１月２０⽇発刊予定】購⼊費（税・送料込） ※振込⼿数料はご負担ください。 

常任幹事社労士 無料    ⇒ 幹事社労士高度化事業のお申し込みの先生 

幹事社労士   １１，０００ 円 

■レジュメ・資料は、CD で同梱となります。 
 ※ ＤＶＤ購入費につきましては、受付後に送信する振込要領に基づきお振込みください。  

申込方法 ⇒ 下記記載欄にご記入の上、メールまたはＦＡＸにてご返信ください。 
◆メール︓info@chukidan-jp.com      ◆FAX︓０３－５８０６－０２９７ 

お申込種別 ※チェックをお願いします □ ＤＶＤ購⼊申し込み(№402) 

氏 名               （幹事番号       ） 事務所名  

所在地  

ＴＥＬ  ＦＡＸ  

E-mail  

特別研修会  中企団  
ＤＶＤ販売のご案内  


